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１１．．問問題題意意識識とと研研究究課課題題  

筆者は、富山大学 産学連携本部で、産学連携の業務を遂行し関西、北陸地域の多く

の企業経営者と接してきた。その中で、多くの企業経営者は、経営学そのものについ

て、企業理念、経営戦略、ビジネスモデル等には熟知しておらず、技術さえあれば製

品は売れるという根拠なき考えのもと自社を経営しており、企業成長が芳しくなく、

バブル崩壊後１９９０年頃から続く、経済停滞、生産性の伸び悩みにつながるのでは

ないかと考えている。 

このような背景の下、筆者は、経営者の経営学熟知度と経営実績を調査し、相関関

係について調査、検討を行った。 

この結果に基づいて、今後の若きベンチャー企業経営者、日本に企業の９９％を占

める中小経営者の経営知識習得へのモチベーションアップ、企業業績、日本経済の再

活性化に繋がることを期待したい。 

２２．．先先行行研研究究ののレレビビュューー                                              

本章では、RQ である経営者の経営学熟知度と経営実績に関して過去文献を調査し、

研究蓄積の到達点と不十分な点を明確にしていく。 

 

2-1. 現代企業の経営者論 

「現代企業の経営者論」2023 年[1]では、我が国における企業の売上高、平均賃金、

GPA はこの 30 年の間大きな成長を見せいていない。・・中略・・現時点では大きな成

長を見せていない。改革の 1 つに日本版コーポレートガバナンスコードに代表される

我が国のコーポレートガバナンス改革があげられる。・・中略・・企業経営の担い手で

ある経営者の役割を認識し、その権限と監視を強化し、経営者による戦略的意思決定
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の質を洗練化させていく。・・中略・・経営実践において経営者教育の取り組みは十分

成果を見せていない」等と記載される。 

また、本文献では、経営者を研究対象とし、彼らの能力、すなわち経営者能力や信

念、価値観、思想、認識、経営実践のための理論、経営者教育など、企業経営の担い

手である経営者の姿を多面的に明らかにすることを研究課題としたい、と記載されて

いる。以上の様に、いろんな実践例を上げ、定性的アプローチをベースとして、提言

を出している。 

 

図 1 ：本節の議論のまとめ(筆者作成） 

 

2-2. なぜ社長は経営を失敗していくのか？ 

なぜ社長は経営を失敗していくのか？ [3]においては経産省や国税庁のデータを調

べたところ、過去 30 年に廃業した会社は 282 万社あり、毎年 9000 社が廃業している

と述べている。廃業せずに済んで生き残った現存の会社の中で、赤字会社は、７３％、

現存する会社のほとんどは、廃業予備軍であるとも述べている。また、経営を失敗す

るのは、実は初歩的な理由とも述べている。 

「経営は、そんなに多くの会社が失敗するほど難しい活動ではない」、「何が問題か？

経営が難しいのではなく、社長に課題がある」、「失敗する原因は多岐に渡るが、それ

らを紐解いていくと、社長が『経営を知らない』、『経営を学んでいない』という原因

に行き着くことが多い」と主張している。 

これら背景を元に、経営学を学ばない１０の原因が述べられており、これらを複数

持っている社長が殆どであり、これらが絡み合って、強化しあって、経営を知らない、
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失敗するという悪循環に陥っていると述べている。 

 

表 1 社長が経営学を学ばないメカニズム 

 

 

もっとも簡単な解決策は、「経営を知る事であり、経営を学ぶこと、これが経営を成

功させる第一条件、社長の仕事の第一歩は経営学を学ぶことである」と述べられてい

る。 

以上のような社長の経営失敗に関して、いろいろな原因が述べられており、示唆に

富んだ文献であり、定性的分析結果として有用と考える。一方、数値データを用いた

定量的分析という視点が不足しており、この辺を補強すべき必要があるかと考える。 

 

2-3. 経営者能力と戦略的行動の経済的帰結 

経営者能力と戦略的行動の経済的帰結 [4] においては、1 章では、先行研究で、企

業の戦略行動と財務データから、将来業績を予測可能であることが示されている。ま

た、企業が戦略行動をとる際に、財務データから適切な意思決定が可能のあることも

示されている 

また、2 章では、経営者能力の測定は、Demerjian,Lev,andMacVay （以下 DLM と略

す）が提案した経営者能力スコア（ManagerialAbilityScore、以下、MA-Score と略す）

が、「マネジャーたちが企業の資源をどれだけ効率的に利用しているかを推定するも

の」として述べられている。近年の経営者能力に関する実証研究ではこの MA-Score が

しばしば用いられている。 

一方、「MA-Score 以前の先行研究では、①株式投資収益率、②経済誌への露出度、

③総資産利益率、④経営者報酬・経営者の在任期間の 4 点が経営者能力の指標の代替

変数として用いられてきた。 

本書では、MA-Score を使用して、経営者能力と企業業績との間には直接的な正の相

関関係があると述べられているが、しかし、経営者能力を測る手法そのものについて
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は、本書では述べられておらず、文献、Quantifying managerial ability [5] 、Managerial 

ability and earnings quality [6]、Measuring managerial ability[7]が参考となる。 

 

2-4. 国内スタートアップの成長に寄与する経営者の評価指標に関する研究 

国内スタートアップの成長に寄与する経営者の評価指標に関する研究[2]では、 1

章においては、 スタートアップ企業経営者の資質は、その成長に大きく影響を与え

る事、創業者が CEO を務める企業は非創業者 CEO と比較して少ない資本投資でより高

いイノベーション成果を上げている事、特に教育レベルの高い創業者 CEO は、少ない

投資でより高いイノベーションの成果を生み出す能力が高い事が述べられている。 

また当該研究[2]は、累計資金調達額をスタートアップの成長指標とし、日本のスタ

ートアップデータベースの経営者の略歴から背景情報としてパラメータを抽出し、こ

れらのパラメータとスタートアップ成長の関係性を統計学的手法で分析、スタートア

ップの成長に有意に作用する経営者の特徴を特定することが述べられている。 

さらに、当該研究[2]では、 for Startups 社が提供するデータベース「STARTUP 

DB[3]」から 2023 年 6 月 2 日に抽出した 18,785 社のスタートアップの経営者の略

歴、役職、事業カテゴリおよび累計資金調達額の情報をデータソースとし、スタート

アップ経営者の背景情報（経営者パラメータ）は、「STARTUP DB」の略歴から OpenAI 

社の API を活用して略歴を生成している。 

当該研究[2]では、東京大学出身や MBA 取得といった知識レベルの高さや、海外で

の経験や外資系企業の勤務経験といった国際経験が資金調達に対して正の影響を与え

ることが確認された。 

なお、当該研究が分析に用いるデータソースについては、for Startups 社が提供す

るデータベース「STARTUP DB[3]」から抽出しており、18,785 社のスタートアップの

経営者の略歴、役職、事業カテゴリおよび累計資金調達額の情報をデータソースとし

ている。 

参考までに、経営者の背景情報（経営者パラメータ一覧）を表２に示す。 
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表 2 経営者パラメータ一覧 

 

  

当該研究の分析手法としては、説明変数を「経営者パラメータ」、目的変数を「経営

者が関与するスタートアップの資金調達額」と設定し、統計検定を実施して、分析し

ており、分析結果としては、有意水準α=0.05 を満たすかつ検出力 0.7 以上で、資金

調達に正の影響を与えるパラメータは 7 種類、負の影響を与えるパラメータは 3 種

類確認されている。 

    

－ 395 －



商大ビジネスレビュー 2025 AUT.

4 

 

は、本書では述べられておらず、文献、Quantifying managerial ability [5] 、Managerial 

ability and earnings quality [6]、Measuring managerial ability[7]が参考となる。 

 

2-4. 国内スタートアップの成長に寄与する経営者の評価指標に関する研究 

国内スタートアップの成長に寄与する経営者の評価指標に関する研究[2]では、 1

章においては、 スタートアップ企業経営者の資質は、その成長に大きく影響を与え

る事、創業者が CEO を務める企業は非創業者 CEO と比較して少ない資本投資でより高

いイノベーション成果を上げている事、特に教育レベルの高い創業者 CEO は、少ない

投資でより高いイノベーションの成果を生み出す能力が高い事が述べられている。 

また当該研究[2]は、累計資金調達額をスタートアップの成長指標とし、日本のスタ

ートアップデータベースの経営者の略歴から背景情報としてパラメータを抽出し、こ

れらのパラメータとスタートアップ成長の関係性を統計学的手法で分析、スタートア

ップの成長に有意に作用する経営者の特徴を特定することが述べられている。 

さらに、当該研究[2]では、 for Startups 社が提供するデータベース「STARTUP 

DB[3]」から 2023 年 6 月 2 日に抽出した 18,785 社のスタートアップの経営者の略

歴、役職、事業カテゴリおよび累計資金調達額の情報をデータソースとし、スタート

アップ経営者の背景情報（経営者パラメータ）は、「STARTUP DB」の略歴から OpenAI 

社の API を活用して略歴を生成している。 

当該研究[2]では、東京大学出身や MBA 取得といった知識レベルの高さや、海外で

の経験や外資系企業の勤務経験といった国際経験が資金調達に対して正の影響を与え

ることが確認された。 

なお、当該研究が分析に用いるデータソースについては、for Startups 社が提供す

るデータベース「STARTUP DB[3]」から抽出しており、18,785 社のスタートアップの

経営者の略歴、役職、事業カテゴリおよび累計資金調達額の情報をデータソースとし

ている。 

参考までに、経営者の背景情報（経営者パラメータ一覧）を表２に示す。 

5 

 

表 2 経営者パラメータ一覧 

 

  

当該研究の分析手法としては、説明変数を「経営者パラメータ」、目的変数を「経営

者が関与するスタートアップの資金調達額」と設定し、統計検定を実施して、分析し

ており、分析結果としては、有意水準α=0.05 を満たすかつ検出力 0.7 以上で、資金

調達に正の影響を与えるパラメータは 7 種類、負の影響を与えるパラメータは 3 種

類確認されている。 

    

－ 396 －



商大ビジネスレビュー 2025 AUT.

6 

 

３３．．分分析析モモデデルル（（仮仮説説））のの提提示示  

以上、2 章で述べた先行研究のレビューをもとに、本研究では、定量的研究手法

を用い、経営者の経営学に関する学習履歴と経営能力について相関関係を調査、分析、

考察する。 

 

図 2 経営学熟知度と業績 

 

測定尺度については、当初は、MA-score を用いようと考えたが、対象業界全体の経

営に関するデータを集めて母集団（正規分布）として、それと対象企業の個別データ

との間で回帰分析を行い、相関関係を見出すことを考えていた。しかしながら、SBR 作

成のスケジュール、タイムリミットとの関係で、実施は困難と考え、従来手法である、

①株式投資収益率、②経済誌への露出度、③総資産利益率、④経営者報酬・経営者の

在任期間の 4 点を経営者能力の指標の代替変数として、採用し、本研究の分析を進め

る。 上記①～④、経営者の経営実績、および学歴情報のデータ収集にあたっては、

ネットを利用したアンケート調査“Freeasy”を用いて、調査、ヒアリングを行った。 
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表 3 調査データ概要 

 

 

経営実績に関する事項については、経営者の能力を表す指標、代理変数として、先

行研究事例である「経営者能力と戦略的行動の経済的帰結」[4]で用いられてきたもので

あり、本研究でもこれらを流用することとする。 これら代替変数のうち、①株式投

資収益率については、他社との比較において、又は、社長交代後の株式反応を見て、

社長の経営能力を推し量ることができる。 ②経済紙への露出については、経営者メ

ディア登場回数＝経営能力の代替変数として類推可能である。 ③総資産利益率につ

いては、他社との比較において、又は、社長交代後の変化を見て社長の経営能力を推

し量ることができる。 ④経営者報酬については、経営する会社の業績の行政の良し

悪しを端的に表す指標と考える。 ⑤社長の在任期間については、経営が右肩上がり

に伸びて、好業績が続いていれば当然在任期間も比例して長くなると考えるので経営

実績に対する適当な指標と考える。 

 これらの情報の相関関係を調査することにより、経営者の経営学熟知度と経営結果、

実績と相関関係がそれなりにあることを導いてきたいと考える。 

 

４４．．分分析析方方法法  

選択した研究手法については、アンケート調査アプリ Freeasy により 100 社に対し

てアンケート調査を実施し、回収したアンケート結果をベースに、経営学部卒業の最

終学歴を持つ社長と、他学部卒業の最終学歴を持つ社長に分けて、相関関係を分析す

る。 この分析により、社長の経営学学歴とその経営する会社の経営実績に関する情
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３３．．分分析析モモデデルル（（仮仮説説））のの提提示示  
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図 2 経営学熟知度と業績 
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表 3 調査データ概要 
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選択した研究手法については、アンケート調査アプリ Freeasy により 100 社に対し

てアンケート調査を実施し、回収したアンケート結果をベースに、経営学部卒業の最
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報に相関関係があるかどうかを見極め、経営学学歴を持たない社長の経営する会社の

経営実績との間に有意差があるかどうかを見極める。 

 

５５．．分分析析結結果果  

本章では、集計した社長の経営学学歴と経営する会社の経営実績の関係について、

5 つ代替変数の観点から、分析結果を述べる。 

 

1)株式投資収益率 

図３に、株式投資回収率に関し、経営学系社長と経営学系以外の社長に区分して、

グラフ化した。縦軸は回答者を 100 とした時の比率、横軸は株式投資回収率を表し、

右側にプロットされれば良い成績ということになる。このグラフでは、経営学系社長

の方が良い傾向にあることがわかるが、有意差は認められなかった。 

 

 

図 3 株式投資収益率 

 

２)株式投資収益率 

図４に、主要ビジネス誌取材回数に関し、経営学系社長と経営学系以外の社長に区

分けしてグラフ化した。主要ビジネス誌とは、日経＊＊＊と言った名称の新聞、雑誌

を想定している。 縦軸は回答者を 100 とした時の比率、横軸は主要ビジネス誌取材

件数（直近 1 年間）を表し、右側にプロットされればよい成績ということになる。 こ

のグラフでは、経営学系社長の方が良い傾向にあることがわかるが、有意差は認めら

れなかった。 
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図 4 主要ビジネス誌取材回数 

 

３）総資産利益率 

 図５に、総資産利益率に関して、経営学系社長と経営学系以外の社長に区分けし

てグラフ化した。縦軸は回答者を 100 とした時の比率、横軸は、総資産利益率（直近

決算）を表し、右側にプロットされればよい成績ということになる。 このグラフに

ついては、経営学系社長の方が良い傾向にあることがわかるが、有意差は認められな

かった。 

 

 

図 5 総資産利益率 
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４）経営者報酬 

 図 5 に、経営者報酬に関し、経営学系社長と経営学系以外の社長に区分けしてグ

ラフ化した。縦軸は回答者を 100 とした時の比率、横軸は、経営者報酬（直近決算）

を表し、右側にプロットされればよい成績ということになる。 このグラフに関して

は、経営学系以外の社長が左に集まっているが、まったく有意差なしというところで

ある。 集計データの母集団である日本の経営者においては、経営者の経営実績を表

す代替指標としては、ふさわしくないと考えられる。 

 

 

図 6 経営者報酬 

 

５）経営者在任期間 

 図７に、経営者在任期間に関し、経営学系社長と経営学系以外の社長に区分けし

てグラフ化した。縦軸は回答者を 100 とした時の比率、横軸は、総資産利益率（直近

決算）を表し、右側にプロットされればよい成績ということになる。このグラフに関

しては、経営学系社長、経営学系以外社長ともに、10 年以上在任している社長が最尤

値となり、大きく傾向から離れており、この点を鑑みると、代替変数として用いるの

は相応しくないと考える。 
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図 7 経営者在任期間 

 

６６．．結結論論とと考考察察、、今今後後のの課課題題  

本研究では、社長の経営能力を表す代替変数として、先行研究事例である「経営者

能力と戦略的行動の経済的帰結」[4]で用いられてきた 5 つの代替変数（株式投資収益

率、主要ビジネス誌で取り上げられた年間件数、総資産利益率、経営者報酬、在任期

間）を用いて、日本企業の 100 社 100 名の社長（経営学系学部卒 59 名、その他学部卒

41 名）にアンケート調査を行い、分析した。 その結果をまとめると、１）～５）に

関しては、相関関係が推認できるが、６）、７）に関しては、相関関係が認められなか

った。  

上記代替変数を用いた企業業績（＝社長の経営実績）と社長の経営学履修歴との間

には、感覚的には相関関係がありそうに思えるが、今回の研究では、有意な相関関係

は見出すことができなかった。 

この理由としては、１）代替変数そのものが正確に経営者能力を表していないと考

えられる、 ２）今回の研究では、時間的制約により短期間に集計できる Freeasy と

いうアンケート調査を用いて集計したが、Freeasy は、回答者の自己申告による回答

であるため、やや信頼性に難がある。これらの理由により、得られたデータに基づい

て分析した相関関係、回帰分析についても信頼度が不足しており、有意な相関関係が

見出せなかったと考える。 

次の研究の機会では、Edinet 等の信頼できる情報データベースから集計を行い、よ

り正確性を究めた調査、分析を行い、また、先行研究が用いる代替変数についても、

正しく社長の経営能力を表しているかどうか疑問なところもあり、次の研究機会では、
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は見出すことができなかった。 

この理由としては、１）代替変数そのものが正確に経営者能力を表していないと考

えられる、 ２）今回の研究では、時間的制約により短期間に集計できる Freeasy と

いうアンケート調査を用いて集計したが、Freeasy は、回答者の自己申告による回答
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正しく社長の経営能力を表しているかどうか疑問なところもあり、次の研究機会では、
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より精度の高い分析手法である経営者能力スコア（ManagerialAbilityScore）を用い

て研究を進めていきたい。 
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戦略マップ作成による戦略の可視化に関する実務的考察 

－J 社における単一事例研究－ 

 

山 崎  裕 史 
 

キーワード：戦略マップ、経営戦略、組織内共有 

 

１１．．ははじじめめにに  

企業が継続的に成長し、環境変化に柔軟に対応していくためには、自社の戦略を明

文化し、それを組織内で共有することが不可欠である。経営環境が複雑化・不確実化

する現代において、戦略は経営者のみが理解していればよいものではなく、現場の社

員一人ひとりが理解し、行動に移せる状態が望まれる。しかし、現実にはそのような

状態に至っている企業は決して多くない。 

たとえば、日本の中小企業に関する調査では、「経営戦略が管理職以外の従業員にま

で浸透している」と回答した企業は全体のわずか 20.0％にとどまっている一方、「ま

ったく浸透していない」と回答した企業も 20.6％存在しており（中小企業庁, 2022）、

戦略が組織全体で共有されていない実態が明らかになっている。これは、戦略が言語

化されず、経営者の頭の中にとどまったままになっているためである。こうした状況

は、企業規模や地域を問わず広く見られる傾向であり、筆者が本研究の対象とした海

外の中小企業（以下、J 社）においても同様の傾向が見受けられた。 

J 社は独自の素材を扱うニッチな業態であるが、将来的なブランド戦略の展開を見

据えており、そのための戦略的方向性を内部でどのように共有していくかが重要な経

営課題となっていた。経営者は自社の将来像や戦略について明確な考えを持っていた

ものの、それが組織全体に浸透しているとは言いがたく、特に現場との認識ギャップ

が浮き彫りになっていた。 

このような背景のもと、本研究では、経営者の暗黙的な戦略的構想を可視化し、組

織内での共通理解を促進する手段としての戦略マップに注目する。戦略マップとは、
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